
（単位：円）

金 額 金 額

1,643,121,252 809,483,886

現 金 及 び 預 金 589,908,972 49,519,429

　 電 子 記 録 債 権 2,005,300 172,946,650

売 掛 金 428,248,335 34,947,170

完成工事未収入金 543,442,004 8,219

未成工事支出金 36,353,540 15,180,289

貯 蔵 品 563,910 150,000,000

前 払 費 用 10,593,115 40,000,000

前 払 利 息 184,651 74,356,327

未 収 入 金 2,883,660 709,300

仮 払 金 29,327,765 683,380

貸 倒 引 当 金 △ 390,000 117,896,422

14,810,000

60,905,000

952,072,889 13,200,000

有形固定資産 798,450,846 64,321,700

建 物 ・ 構 築 物 400,673,223 314,992,577

工 具 ・ 計 測 器 1,009,741 　　　 60,000,000

備 品 11,447,168 　　　 179,394,578

土 地 375,320,714 45,019,998

建 設 仮 勘 定 10,000,000 30,578,001

1,124,476,463

無形固定資産 1,169,072 　

電 話 加 入 権 755,871 株　主　資　本 1,469,973,048

権 利 金 173,200 65,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 240,001 65,000,000

　 65,000,000

投資その他の資産 152,452,971 1,339,973,048

　 投 資 有 価 証 券 4,722,500 　 5,675,000

長 期 貸 付 金 1,100,000 1,334,298,048

保 証 金 14,376,150 別 途 積 立 金 36,000,000

長 期 前 払 費 用 4,604,165 繰越利益剰余金 1,298,298,048

会 員 権 4,300,000 744,630

そ の 他 投 資 1,199,000 その他有価証券評価差額金 744,630

繰 延 税 金 資 産 122,151,156 1,470,717,678

資　産　合　計 2,595,194,141 　 2,595,194,141

利 益 準 備 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

役員退職慰労引当金

長 期 借 入 金

　負　債　合　計　

退 職 給 付 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

資 本 準 備 金

固 定 負 債

執行役員退職慰労引当金

貸　借　対　照　表
（2026年3月31日現在）

流 動 負 債

科 目 科 目

流 動 資 産

未 払 利 息

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

賞 与 引 当 金

預 り 金

未 払 事 業 所 税

負債・純資産合計

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

（ 純 資 産 の 部 ）

その他利益剰余金

純　資　産　合　計

買 掛 金

工 事 未 払 金

前 受 金

評価・換算差額等

未 払 金

1年以内返済予定長期借入金

預 り 消 費 税

短 期 借 入 金

未 払 費 用

固 定 資 産



Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
原材料及び貯蔵品
最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産（リース資産を除く）

長期前払費用
均等償却を採用しております。

３．引当金の計上基準
貸倒引当金

賞与引当金

役員賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

執行役員退職慰労引当金

４．収益及び費用の計上基準
　　　 年間契約に基づく保守メンテナンスサービス及び維持管理業務は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、

経過期間に応じて収益を認識しております。
個別契約によるスポットメンテナンスは、履行義務が一時点で充足される取引であり、顧客にサービスが提供された時点
で収益を認識しております。
工事契約による既設設備のリニューアル工事や新築設備工事などは、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、
履行義務の充足に係る進捗に基づく収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として見積総原価に対する発生原価の割合によっております。
また、少額かつごく短期の工事契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

５．消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく当事業年度末要支給額の全額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の見込額は、簡便法により計算しております。

個　別　注　記　表
自　2025年 4月 1日 至　2026年 3月31日

移動平均法による原価法

(１)

(２)

(１)

(３)

(３)

(５)

執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく当事業年度末要支給額の全額を計上しております。

(２)
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

役員に対する賞与の支給に備えるため､当事業年度における支給見込額を計上しております｡

(４) 受注損失引当金

(６)

(７)

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備、構築物を除く）、2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物並びに機械及び装置については定額法）を採用しております。

定額法（ただし、ソフトウエア（自社利用分）につきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法）
を採用しております。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

受注案件の損失に備えるため、受注済案件のうち当事業年度末において、損失の発生する可能性が高いと見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を引当
計上しております。



Ⅱ株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項当該事業年度の末日における発行済株式の数
普通株式　5,000株

２．当該事業年度の末日における自己株式の数
　　　　　　　0株

３．当該事業年度に行った剰余金の配当に関する事項
2025年5月28日定時株主総会において、次の通り決議されました。
① 配当金の総額 102,000千円
② 配当の原資 利益剰余金
③ 一株当たり配当額 20,400円
④ 基準日
⑥ 効力発生日

４．当該事業年度後の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2026年5月28日開催予定の定時株主総会において、次の通り決議を予定しております。
① 配当金の総額 115,000千円
② 配当の原資 利益剰余金
③ 一株当たり配当額 23,000円
④ 基準日
⑥ 効力発生日

Ⅲ1株当たりの情報に関する注記
１．１株当たりの純資産額 294,143円53銭
２．１株当たりの当期純利益 45,192円18銭

Ⅳ重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

Ⅴその他の注記
該当事項はありません。

2026年5月29日

2025年3月31日
2025年5月29日

2026年3月31日


